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Ｉ． は じめ に
わが国の小児期の予防接種は、長期にわたり新たなワクチンの導入のない時期（ワクチン・
ギャップといわれる）が続いたため、諸外国での新たなワクチンの開発および導入にくらべると
大きな遅れをとってきた1）。近年になり、漸《 諸外国で用いられているＶＰＤ（ワクチンにより予
防できる疾患）ワクチンの導入が強《 要望され、インフルエンザ菌ｂ（ヒブ）ワクチン、小児用
肺炎球菌ワクチン、ヒトパピローマウイルスワクチン、ロタウイルスワクチン、不活化ポリオワ
クチンと次々と導入され、任意接種として実施されるようになってきた（第1報2）、第２報3）。
本第 ３報では、第１、２報で述べてきた奈良西部病院（帝塚山大学東生駒キャンパス前に位
置、以下当院と略す）予防接種外来での新たなワクチン導入や、接種実績を踏まえて、引き続き
予防接種の予防接種実績の推移を述べて、第１報2）以来のまとめとしての若干の考察を加えた
い。
Ⅱ。 対　 象
第２報3）の観察期間に引き続き、2012 年６月から2013年５月までの１年間に、小児の予防接
種（定期接種、任意接種、海外渡航用接種、その他）を目的に当院予防接種外来を受診した20歳
以下を対象とした。
Ⅲ 。 問 診 お よ び 診 察
定期予防接種は予防接種法に基づいて行われ、自治体発行のそれぞれの予防接種固有の問診票
を用いて、受診時の体調、罹患中の病気や既往歴、過去の予防接種歴や反応などの問診を行っ
た。任意接種や予防接種法に基づかない接種で問診票のないものは、当院で定期接種に準じた問
診票を作成して問診を行った。
予防接種ごとに副反応や救済保障制度等の説明後、担当医が診察を行い、予防接種の可否を決
定し、最後に保護者が同意し接種が行われた。
わが国で行われている重篤な予防接種の副反応の救済保障制度０ は、定期接種は予防接種法
による補償制度の対象となり、任意接種では独立行政法人医薬品医療機器総合機構法に基づく救
済制度の対象となり、その他の接種の輸入ワクチン接種では、民間の輸入ワクチン副作用被害救
済制度の対象となる。
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Ⅳ 。 予 防 接 種 の 種 類 と 接 種 方 法
第１、 ２報の観察期間中には、小児期の予防接種の大幅な変更がなされてきた。本第３報の観
察期間中においてもさらなる変更が追加されてきているので、まず変更点の概要を述べ、次いで
現在行われている小児期の予防接種の実施スケジュールのまとめを述べる。
IV- 1 ｡ 本報観察中の予防接種の変更点
IV-  1 －ａ. 不活化ポリオワクチンの定期接種化
わが国のポリオワクチンは生ワクチンの経口接種法であったが、100万人に１－２人の割合で
麻痺が出現する問題から、安全性が高い注射用不活化ポリオワクチンの承認を求める声が高まっ
ていた。また一方では、第１、 ２報で述べたごと《 、諸外国で定期接種化している不活化ポリ
オワクチンの輸入接種を求めての希望者が多 かった。 2012年９月にようやくわが国でも不活化
ポリオワクチン注の定期接種化がなされた5）。実施方法は将来の四種混合化に備えて、三種混合
①ＰＴ）と同時期が望 ましいとして、それぞれ20日以上の間隔をあけての３回接種と６か月以
上あけての追加１回となった。しかしながら、すでに当院で行われている実施スケジュール2）
では、定期接種として確立しているアメリカ方式ｏ にしたがい、生後 ２か月初回注から１－２
か月あけて２回目、半年から１年の間隔で３回目、 ４歳から６歳の間で４回目として行ってきて
おり、この場合４回目接種の終了時期がわが国で示された標準的三種混合のスケジュールより先
に延びることになる。このため定期接種として新たに設定された不活化ポリオ接種スケジュール
では、すでに先駆けて行われている各医療機関でのスケジュールが包含できるように、三種混合
ワクチンでのそれぞれの接種の終了時期（20日－56日）は設けておらず、標準的接種の４回目は
3回目終了後12－18か月の間に接種と示されているのみである。定期接種の最終終了期限は7.5歳
（90か月）である。三種混合に準じたスケジュールでは将来５回目の接種を考慮する時期が来る
ことが想定される7）。当院の方式では5回目の接種は必要ないであろう。しかしながら、わが国
では不活化ポリオの接種スケジュールが設定されてからは、三種混合と同時期に、あるいは同時
接種した方が便利である。自費で輸入不活化ポリオワクチン接種を行ってきた児は定期接種化さ
れてからは、残りの回数の接種費用が公的負担となる。
不活化ポリオ接種が開始された時点で、経口生ワクチンの接種は廃止された。生ワクチンを２
回接種済の場合は不活化ポリオワクチン接種の必要はないが、生ワクチンを１回のみ終了の場合
は、不活化ポリオを３回接種することになる。すなわち１回目を経口生ワクチンとし、27 日以上
あけて不活化ワクチン注射（２回目）、20 日以上あけて不活化ワクチン注（３回目）、 ６か月以上
あけて追加注（４回目）接種のスケジュールとなる。
IV-  1 －b. 四種混合ワクチンの定期接種化
不活化ポリオワクチンが定期接種になって２か月後、2012 年11月に不活化ポリオワクチンは三
種混合（ＤＰＴ）との混合化か図られ、四種混合（ＤＰＴ＋不活化ポリオ）ワクチンとして定期接種
化された8）。四種混合ワクチンの接種スケジュールは三種混合ワクチンと同じである。この時期
からわが国の小児の予防接種の種類が１種、 ４回注射分か減じたことになる。
不活化 ポリオワクチンの定期接種から四種混合ワクチンの定期接種までわずか２か月である
が、それまでの輸入不活化ワクチン接種者も含めると、不活化ポリオワクチン単独接種者はかな
りの人数が見込まれ、この接種層は四種混合の時代になっても今までと同一の不活化ポリオ単独
ワクチンを用いることになっている。
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IV-1-c. インフルエンザ菌ｂワクチン（ヒブ）の定期接種化
ヒブワクチンはわが国では2009年に認可されてからは接種希望者が増加したが、2010年末に
なってようや《 安定した接種体制が整った。接種スケジュールは２か月よりの３－８週間隔での
３回接種と、おおむね１年後の追加（４回目）接種となる。任意接種ではあるが、多《 の自治体
では費用の公的補助体制がとられており、2013 年４月からは定期接種化された9）。
IV- ｜ － d. 小児用肺炎球菌ワクチン（７価、プレベナー）の定期接種化
プレベナーはヒブと同様2009年に認可され、かかりつけ医での接種体制も順調に整い、任意接
種でありながら、多《 の自治体での公的な補助体制がとられていた。接種スケジュールはヒブと
同じであり、同時接種することが多い。ヒブ同様2013年４月に定期接種化された9）。
IV-  1 －ｅ. ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）ワクチン（サーバリックス、ガーダシル）の定期
接種化
子宮頚がん予防のためのワクチンであり、わが国ではまず２価ワクチン（サーバリックス）が
開始され、遅れて４価ワクチン（ガーダシル）が承認された。小学６年生女子から高校１年生女
子（標準中学1年生女子）を対象に3回の筋肉注射で行われている。 ２種のワクチンからの選択で
あるが、接種スケジュールがやや異なる。任意接種で行われてきたが、多《 の自治体では費用の
公的補助が行われていた。このワクチンも2013年4月に定期接種化された9）。
2013年６月、厚生労働省は推計328万人が接種しているＨＰＶワクチンで、全身や体の広範囲に
痛みを訴えた症例が43例報告されたとして、発症率は低いものの、積極的推奨を控えることを決
めた10）。希望者には定期接種は継続している。
IV- １ － ｆ． 麻しん・風しん混合ワクチン（MR ）の中1と高３の公的助成の終了
ＭＲワクチンは１歳児を対象として接種されていたが、2007 年－2008年に高校・大学生を中心
に麻しんが流行し、推定１万人を超える患者が出た。このため2008年には第２期として小学校
就学前１年間で行うこととし（図１の注８）、さらに５年間の限定措置として中学１年生（第３
期）、高校３年生（第４期）に対して公費での接種が行われていたが、麻しん患者数の激減もみ
られ2013年４月に終了した。
しかしながら、風しんについてみれば、上記の第４期限定措置上限を超えた年齢である20歳代
後半－40歳代の男性では風しんワクチンの既接種者が少ないため、この年齢層の未感染者の間で
流行がみられている。そして、その配偶者にあたる女性の年齢層については、1995 年まではほと
んどの中学生女子に風しん予防接種が行われていたが、1995 年予防接種法の変更とともに中学生
男女が対象となったが推奨接種とされたため、以後の多くの男女では未接種者が増加した。その
結果、現在30歳代前半以下の年齢層の風しんワクチン未接種女性が妊娠早期に風しんに罹患した
場合、先天性風疹症候群児の出生や、人工中絶施行の報告が増加してきている。このため、妊娠
を希望する女性や、妊婦の配偶者などに対して、予防接種の推奨と費用の緊急助成を行う自治体
が増えている。
IV- 1 -g.  BCG 接種時期の調整
ＢＣＧ接種は、わが国の結核対策の見直しとともに、乳児期の重篤な結核性髄膜炎や粟粒結核
の予防のため３か月から６か月未満に行われており、生後３－４か月で接種される乳児が多かっ
たが、ＢＣＧ専用注射針の骨への到達を懸念して、やや遅らせて生後５か月以降８か月未満が標
準時期となった11）。
IV- 2. 現在の小児期の予防接種のスケジュール
2013 年４月現在の日本小児科学会が推奨する予防接種のスケジュールを図1 12）に示す。詳細
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な全容は第１、２報に記載しているので省略し、説明の必要な個所のみ注釈する。
ロタウイルスワクチンは任意の経口生ワクチンである。図１に示すように１価ワクチン（ロタ
リックス、図１の注４）と５価ワクチン（ロタテック、図１の注５）が記載されており、どちら
かの選択となる。接種回数が異なる。
水痘、おたふくかぜウイルスワクチンは任意接種で、1歳に達してから接種されるが、予防効
果を確実にするためにそれぞれ２回接種が推奨される。水痘ワクチンの２回目は３か月以上あけ
て、２歳未満に接種するのが望ましく、おたふくかぜワクチンの２回目はＭＲワクチン同様、小
学校入学1年前での接種が推奨される。
ｖ ． 結　 果
V-  1 . 小児の海外渡航者を対象とした接種（図2 ）
2012年６月から2013年 ５月までの1年間に当院予防接種外来において、海外渡航者の家族とし
て、あるいは留学などで海外居住の予定で予防接種を施行した20歳以下の接種者を対象とした。
延べ接種回数は634回で、 １人につき複数の同時接種が行われたので、延べ人数は324人とな
り、受診１回での平均接種回数は1.96本であった。また予防接種１種につき複数回の接種となる
ことが多いので、実人数は156人であった。
実人数における初回受診年齢層は、１歳未満の乳児が7人、１歳以上 ６歳未満の幼児が47人、
７歳以上20歳以下が102人であった。
地域別では奈良市からの受診が48人、奈良市を除《 奈良県からが81人、奈良県を除《 近畿圏か
らが23人、近畿圏以外が4人であった。
渡航先に関しては一部に重複があるが、アメリカが38人、中国が21人、インドが18人、 タイが
17人、 シンガポールが12人、 ベト ナムおよびドイツがｎ 人、インドネシアが６人、台湾および
フィリピンが５人、マレーシアおよびカンボジアが３人、チェコおよびカナダが２人、 ジャマイ
カ、バングラデシュ、フランス、イギリス、スウェーデン、ハンガリー、モザンビークおよびザ
ンビアが1人であった。
延べ接種回数におけるワクチン種別では、Ａ型肝炎ワクチン、Ｂ型肝炎ワクチンがそれぞれ164
回、狂犬病ワクチン（輸入ワクチンを含む）109回、不活化ポリオワクチン39回、日本脳炎ワク
チン38回、三種混合ワクチン（ＤＰＴ）20回、おたふくかぜ（ムンプス）ワクチン16回、髄膜炎
菌ワクチン13回、ダニ脳炎ワクチン12回、腸チフスワクチン11回、コレラワクチン９回、インフ
ルエンザ菌ｂ（ヒブ）ワクチン６回、水痘ワクチン５回、小児用肺炎球菌（プレベナー）ワクチ
ン５回、風しんワクチン3回、麻しん・風しん（ＭＲ）ワクチン３回、二種混合（ＤＴ）ワクチン
２回、BCG ２回、麻しんワクチン２回、ロタウイルスワクチン1回の順であった。
月別の受診者数の推移は2012年７、 ８月および2013年３月に増加の傾向がみられたが、一方
2012年ｎ月には減少の傾向がみられた。その他の月には差異は認められなかった。
ワクチン種別の推移では、昨年に引き続き狂犬病ワクチンでの国産ワクチンの品不足があり、輸
入狂犬病ワクチン（ペロラブ）の併用を行っている。
海外渡航者用接種での副反応については、救済制度の対象となるものは認められなかった。
ｖ－２．小児期の予防接種（図3 ）
2012年６月から2013年５月までの１年間に当院予防接種外来で、小児期の定期予防接種、任意
予防接種、その他の予防接種（輸入ワクチン接種など）を行った20歳以下について述べる。
78
?
?
?
?
?
?『
、?
??
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
．
?
?
?
?
?
?
?
?
‥?
?
?
?
??
?
?
?
?
。?
?
?
?
‥?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
…???
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
il
ｅ
靡 巨
耙 茆
篝 孰
似 細
ヨ
爿
認
裔
邱
；
只
一
寸包
－
り丶゛
咎
Ｓ
刎－
Θ
g丶
Ｍ絛
口
-･ｉ
を
癩
優
ＮＪ
(Ξ)
３
ミ
蒿
r祠一
萱
一
昔
口 傴
丶ａ
ｘ
マ
?!ｅ
三
包
－
ｃヽ 擱
心
eヽ 絛
口
桝欄
「－
Ｆ
俶僭
口－
口
刪軽
口－
粐
懈
鞜ご
ａヽ 髻
醜
一ヽ
Ｓ咎
弓
両
呎
芻
－ヽ 絛
･1･櫻 ＠
ｎ 絛 Θ§
cヽ i櫻
跂
ｅ
○
９售
＠
２岩
＠
－
丶Q赳
＠
跂 一
一
型
＠詐 ＠ G ） 日
１
９
呎弓
叭
弓 ＠ ⑩ 弓
ら
呼
呎ｌ
一ヽ 石 暇
･1･飛 暇 § ⑩ 色 ０ ⑩ ⑩
fn 石 弓 ＠ 咎 咎 唇 母 Ｇ ・ｅ 仔
rヽ ･4ミドn こ ｅ ｅ ｅ Ｂ ｅ
ｓ 躙
イ 万奏iy 糾 温吩 ぷ吩 Ｊ９ 刪 刪 佃 佃 ＦＦ Ｊ９ Ｅ
丶
脊、
叭冫
一乱
－
ｉ
!「
丶j
r丶
ぐ
1ご
記－
晢
蛮
一手
冫
田
－
∃§
ga
Ｋ亠
丶-
む丶
々ヽ
じ
ｔ
台
手
Ｍ一台
－E1
K
友恥
§
§
Ｑ
Ｊ
臈
ゴ
茖 翼
ｙ
丶／２
４
－
Ｏ
F祠坦一
変
莖
恥
λ｛
叭ぐ
万
作
yK
ﾀ ｛ﾞ
μ4ご丶
79
（ 人 ）
25 「
20
１５
10
５
０
／／／／／／／／／／／／
350
300
250
200
150
100
50
0
図2. 小児の海外渡航者を対象とした接種
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図3. 小児期の予防接種
延べ接種回数は910回で、１人が複数の同時接種を行っているため延べ来院者は843人であっ
た。またワクチンによっては複数回の接種のための受診があるため実人数は659人であった。今
回（第３報）の成績は、前回（第２報）の20n 年６月から2012年５月までの１年間の観察におけ
る延べ接種回数（2846回）、延べ来院者（2658人）、実人数（1631人）と比較して約１／３に減少
した。
実人数における初回受診年齢層別では１歳未満の乳児が257人、１歳以上６歳未満の幼児が370
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人、 ６歳以上20歳以下は32人であった。前報（第 ２報）では乳児（1228人）が幼児（360人）の
３倍以上を占めていたが、今回は幼児の受診者数の方が乳児の受診者数より多かった。
受診者の地域別では奈良市が152人、奈良市を除く奈良県が319人、奈良県を除く近畿圈が166
大、近畿圏以外が22人であった。
延べ接種回数におけるワクチン種別では、不活化 ポリオワクチン735回、Ｂ型肝炎ワクチン30
回、麻しん・風しん（ＭＲ）ワクチン19回、小児用肺炎球菌ワクチン（プレベナー）19 回、ロタ
ワクチン（ロタリックス）19回、インフルエンザ菌ｂ（ヒブ）ワクチン18回、三種混合（ＤＰＴ）
ワクチン15回、日本脳炎ワクチン11回、おたふくかぜ（ムンプス）ワクチン８回、風しんワク
チン７回、ヒトパピローマワクチン（サーバリックス） ６回、ヒトパピローマワクチン（ガー
ダシル） ４回、麻しんワクチン４回、ＢＣＧ ４回、五種混合（ＤＰＴ十ヒブ十不活化ポリオ）ワク
チン３回、水痘ワクチン３回、二種混合（ＤＴ） ワクチン２回、破傷風ワクチン１回、四種混合
①ＰＴ十不活化ポリオ）ワクチン１回であった。
小児期のワクチン種別の経月的推移では、前報（第２報）に引き続き、不活化輸入ポリオワク
チンの接種が圧倒的に多《 、2012年 ６月では第２報での報告に引き続き342人であった。 ７月で
は233人、８月では95人と急激な減少傾向がみられた。不活化 ポリオワクチンの定期接種への導
入がなされた９月には19人、10 月には21人の接種者がみられた。不活化ポリオワクチンが三種混
合（ＤＰＴ）ワクチンとの混合化か図られ四種混合（ＤＰＴ十不活化ポリオ）ワクチンとして定期
接種となった2012年11月には不活化ワクチン（単独）接種者は６人、12 月には６人、2013 年１月
には６人、 ２月には２人、２月には２人、 ３月２人、 ４月１人、５月２人にまで減少した。とも
に初回で不活化単独ワクチンを接種した２回目以降の継続接種者である。 2012年11月以後定期接
種となった四種混合ワクチンの接種者はほとんど受診者が観られず、2013 年５月までに２人のみ
であった。
ヒブ、プレベナーの月別推移では、2012 年10月まではともに３－４人／月の接種者がみられた
が、11月以降はO －1人となった。これは不活化ポリオワクチンの接種者の減少と並行しており、
不活化ポリオワクチンとの同時接種を目的とした来院によるものであった。四種混合（ＤＰＴ十
不活化ポリオ）が広《 かかりつけ医で接種されるようになってからは、ヒブ、プレペナーの受診
者も激減した。
おたふくかぜ（ムンプス）ワクチンは小児期の予防接種としては任意接種であり、当院での接
種者は非常に少なかったが、2013 年になってからは毎月接種希望者が観られた。しかしながら、
同じ任意接種である水痘ワクチン接種希望者はまだまだ少なく０－１人／月のままであった。
ヒトパピローマワクチン（サーバリックスまたはガーダシルを選択）の接種はかかりっけ医で
広く行われているので、当院では非常に少なかったが（Ｏ－２人／月）、月別経過では、観察期
間の前半ではサーバリックスが接種され、後半ではガーダシルの接種もみられた。
小児期の予防接種者の副反応については救済制度の対象となるものは認められなかった。
VI. 考　 察
2008年１月以来、第1報、第2報と当院予防接種外来での小児期の予防接種の推移を述べてきた
が、本報（第３報）の観察期間（2012年６月－2013年５月）における最大の変化はポリオワクチ
ンに関するものであった。
1960年わが国において北海道を中心にポリオが流行し、5000 人以上の患者が出現した時、翌
81
1961年経口生ワクチン(Sabin 株）をソ連、カナダから緊急輸入し、国内で一斉接種して流行を
抑えた。 1964年には国産の経口生ワクチンによる定期接種（２回接種）が開始され、以来小児期
の代表的予防接種として現在まで長期間引き継がれてきた。 わが国では1980年、最後の野生株が
患者から分離されてからは、野生株による患者の発生は観られておらず、副反応としてのワクチ
ン関連麻痺（被接種者では500万人に１人、接触者では800万人に１人程度と報告）の発生が問題
視されるようになってきた。外国においては野生株によるポリオ流行のハイリスク地域では生ワ
クチンが使用されているが、先進国の多くは不活化ワクチン単独で、あるいは他のワクチンとの
混合ワクチンとして定期接種化されている。この状況がマスコミなどで取り上げられてからは、
2010年頃より医師会、学会などの医療関係者の団体や、副反応被害者、保護者の団体などを中心
として、生ワクチンを不活化ワクチンに切り替えの要望が次第に沸き起こってきた。一方では、
乳児を持つ保護者の中には、 わが国では未承認ではあるが、諸外国では定期接種化している輸入
不活化ポリオワクチンを常備している医療機関を探し、接種を求めて受診する現象が起こってき
た。第１報で述べたごとく、当院も海外渡航者用に不活化ポリオワクチンを常備していたので、
2010年に入ってからは急激に乳児の不活化ポリオ接種希望者が受診するようになった。この現象
は第２報の観察期間であった2012年も継続した。
不活化ポリオワクチンの定期接種化への動きは、2012 年４月、すでにわが国で輸入ワクチンと
して使用されているフランスのサノフィパスツール社のイモバックスポリオの国内での製造販売
を認め、国、自治体、かかりつけ医での接種体制の準備が進められ、201 年９月定期接種として
開始された。当院での経過は、図３のごとく2012年６月をピークに、 ７月、 ８月と９月の定期接
種が開始される前より、大きく減少した。同じ現象として経口生ワクチンについても接種者減が
報道されており、明らかな接種控えが起こっているものと思われた。今回の接種控えは短期間で
あるため、将来未接種者の層の感染が問題となることはないと思われる。 2012年11月には不活化
ポリオワクチンは三種混合ワクチン（ＤＰＴ） との混合ワクチン（四種混合ワクチン）となり、
定期接種となった。 ＤＰＴワクチン同様かかりつけ医で行われるようになり、当院では新たな四
種混合接種希望者はほとんど観られなくなった。注意しておくべき点としては、不活化ポリオ単
独ワクチンで開始した児は、以後も単独ワクチンを接種しなければならないため、接種最終回ま
で漏れ落ちがないように、ワクチンを準備しつつ対応してゆかなければならない。経口生ワクチ
ンは不活化ワクチン注射が開始された2012年９月に廃止されたので、経口生ワクチンを１回し
か終了していない児は、あと3回の不活化ワクチン接種が必要となるので、漏れ落ちがないよう
に、個別に十分な連絡、説明をしつつ対応する必要がある。
2013年４月から定期接種となったワクチンに、 ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ） ワクチン
（サーバリックスおよびガーダシル）がある。サーバリックスは２価ワクチン、ガーダシルは４
価ワクチンであり、接種間隔が少し異なる。ともに子宮頸がんに対する予防接種であり、中学１
年女子が推奨期間となっている。ヒブ、プレベナー同様、任意接種として行われている間に、す
でにほとんどの自治体での費用補助がなされていた。
第１報で述べたごとく、インフルエンザ菌ｂワクチン（ヒブ）、小児用肺炎球菌ワクチン（プ
レベナー）はともに、 わが国では諸外国とのワクチン・ギャップを埋める代表的ワクチンとして
取り上げられてきており、2009年に任意での接種が可能となったが、供給体制が間に合わず、か
かりつけ医での準備体制が整ったのは2011年になってからであった。それまでの間は海外渡航者
用として接種体制が整っている当院への接種希望者の受診が続いた。それ以後この両ワクチンは
小児期の任意接種として普及するとともに、定期接種化への強い要望が起こってきた。任意接種
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でありながら、ほとんどの自治体では定期接種並みに費用の全負担が行われるようになり、2013
年４月には定期接種化された。
小児用肺炎球菌ワクチンに関して新たに検討されていることは、現在は７価ワクチン（プレベ
ナー）が用いられているが、さらに６種類の血清型を追加した13価ワクチンが2013年 ６月に承認
されており、2013年11月より７価ワクチンと切り替えられ、定期接種として用いられている13）。一
斉切り替えを予定し、接種控えがないように検討されている。
すでに述べたとおり、昨年来風しんの流行が観られることより、先天性風疹症候群の発生予防
が重要課題となっている。厚生労働省は予防接種基本方針部会は、麻しん・風しん（ＭＲ）ワク
チンを用いた優先接種者は１歳児と小学校入学前１年間の定期接種対象者と、妊婦を守る観点か
ら、妊婦の夫、子どもとその他の同居家族などの妊婦の周囲の者、10 歳代後半から40歳代の女性
（とくに妊娠希望者、妊娠する可能性の高い者）のうち抗体価が十分でない者とした予防指針を
策定することを決めている。現在も予防接種者数が増加し続けているが、ワクチン不足に陥らな
いように対応することが課題14）となっている。
小児期の予防接種の中には、長ら《 任意接種でありながら接種者が増えないものに、水痘ワ
クチン、おたふくかぜ（ ムンプス）ワクチンがある。一部の自治体では接種者の増加を図るため
に、接種費用の一部の補助か行われている。昨年の予防接種部会でも接種を促進していくことと
されており、衆参両院の附帯決議でも、25 年度末までには定期接種への位置づけが望 まれてい
る15）。水痘をコントロールするには、従来の1回接種法では不十分で、１歳以後なるべく早く初
回接種をしたのち、6 －12か月の間隔をおいて２回目の接種をするのが長期にわたり患者数を減
らすことができるとされる。水痘ワクチンは未接種者が多いので、定期接種導入時には一時的に
キャッチアップ（３－４歳頃）を設けることが必要とされる15）。
おたふくかぜワクチンは1988年麻しん・風しん・おたふくかぜ（新三種混合、ＭＭＲ）ワクチ
ンとして定期接種が開始されたが、おたふくかぜワクチンの副反応として1200人に１人無菌性髄
膜炎が出現したため、1993 年中止となった。後遺症を残さず完治するが、その後おたふくかぜワ
クチンは単独接種として任意接種におかれ、接種者も増えていない。現在のワクチンは無菌性髄
膜炎の発症頻度は3000人一6000人に１人程度といわれ、自然感染での発症頻度10 －40人に1人か
ら比べると明らかに低い。またワクチン接種では自然感染の合併症として観られる難聴や精巣
炎、卵巣炎をきたすことはほとんどない。おたふくかぜワクチンが効果を発揮するためには、２
回接種が必要とされ、１期が１歳時、 ２期が５歳以上７歳未満で、小学校就学の１年前から就学
前日までとされている。このスケジュールは麻しん・風しん（ＭＲ）のそれと一致するものであ
り、同時接種が念頭にあり、また再び、麻しん・風しんとの三種混合（ＭＭＲ）ワクチンの研究
開発も検討されつつある。
Ｂ型肝炎ウイルスワクチンは、肝がんの発症予防を目的に諸外国では定期接種化されているに
も関わらず、わが国では任意接種のまま据え置かれ、接種率も低い。 1985年より実施されている
Ｂ型肝炎母子感染防止事業ではＨＢＳ抗原陽性の妊婦（キャリア）から出生した新生児へのワク
チン接種によりキャリア化防止に一定の効果をあげてはいるか、全体からみると接種率は新生児
の0.3％未満で、成人での抗体の保有率は非常に低い。一方Ｂ型肝炎ウイルスによる肝がんの発
生数はＣ型肝炎ウイルスによる肝がん発生数よりは少ないが、Ｃ型肝炎ウイルスによる肝がんが
減少傾向にあるにも関わらず、減少傾向が認められない。従来のわが国でのＢ型肝炎は遺伝子型
Ｃウイルスによるものが多く、新生児、乳児期の感染ではキャリア化するが、成人での感染では
急性肝炎として発症し、ほとんどはウイルス消失とともに治癒するとされていた。しかしながら
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最近は欧米型の遺伝子型Ａウイルスによる感染が増加し、慢性化してウイルスを保持することが
問題視されるとともに将来の肝がん発症のリスクが示唆されている。また最近の感染ルートと
して、ヒト免疫不全ウイルス（ＨＩＶ）より強い感染力を示す性感染症（ＳＴＤ）があげられてい
る。この現状を考えると、すでに諸外国で行われているようにＢ型肝炎ウイルスワクチンの定期
接種化を早く行い、多くの子どもにＢ型肝炎ウイルスの抗体を保持しておくことが、将来の肝が
ん予防の布石となるのではないだろうか。
現在わが国においては、小児期の水痘ワクチン、おたふくかぜワクチンと、Ｂ型肝炎 ワクチ
ン、そして成人の肺炎球菌ワクチンの定期接種化は、諸外国との残されたワクチン・ラグを取り
戻す課題としてとらえられている15）。
本稿を終えるにあたり、共同研究者の医療法人拓生会　奈良西部病院　櫻井立良先生、櫻井真
理子先生のご協力と、執筆のご指導に深謝いたします。
本論分の要旨は平成25年８月、第６回研究倫理委員会の承認を得た。
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